





























































































































































国際航空委員会（Ｃ.I.Ｎ.Ａ）に代わってC. I.A. N. A (Ibero-American














































































る。1926年に制定されたケリ一法(Kelly Act of 1926）によって郵便補助制
度が確立しており，国内航空会社は1931年には総収入の83％の補助が行わ
れていた。国際路線では1935年に85.2％に上っていた。しかし，1937－ 8
年には表３に示されるように, 51.6%まで削減され，国内航空会社の補助
金は1941年には24％まで削減され，国際線でも1940年には59％まで削減さ
れた。それを見習ってヨーロッパ各国も直接補助から郵便補助に切り替え
る国が多くなったが，各国にとっても負担が大きくなり重荷になってきた。
対外競争に勝ためには補助が不可欠であり，補助なしには航空会社の経営
は成り立だない状態に陥った。
　このような航空企業の経営困難を打開する方策は，たとえ一時的には補
助が多くなっても長距離路線の就航に努め独立採算性の確保に努めるよう
　　　　　　　　　　　　　　－152（71）－
になった。こうして1939年６月には，パン・アメリカン航空が北大西洋北
部路線経由のョーロッパ路線のサービスを開始した。英帝国航空(Imperial
Airways)も同年の８月と９月に北大西洋路線の北部路線を開設した。それ
と同時に，フランスとドイツの航空会社に対しても北大西洋路線の実験飛
行が許可された。南部においても，ポルトガルとアメリカの間の路線を開
設する動きが出てきた。フランス航空のアゾレス経由の南部路線の交渉が
まとまった。このように1930年代後半には，国の威信をかけた長距離路線
への就航の動きが活発になっていった。　しかし，各国間の競争が激化し，
事業採算は好転するまでには至らなかった。
　一方，ヨーロッパの中では採算の悪化を避けるため，航空企業間で収入
プール制を導入する動きが出るようになった。第２次世界大戦がぼっ発す
るころには，さまざまなプール制が導入されるようになった8）。プール制
は相互に収入を配分するのが普通であるが，為替相場の変動などで費用負
担から収入配分に至るまでさまざまな問題に逢着した。そのため個々の
プールを調整するための一般原則についてI.A. T. A.において検討され
た。それに基づいてI.Ａ.Ｔ.Ａは運賃や時刻表などの共通の協約を決定し
た。しかし，このようなプール制は，過度の競争を回避するためとはい
え，個々の企業の独立性を減殺するものであり，航空企業の国家補助の役
割をも減殺させてしまうことにもなる。そのため，国の威信をかけた無制
限な補助競争に陥る危険を回避するためにも，プール制の役割を明確にし
ておく必要があった。かくしてヨーロッパの航空企業間では，第２次世界
大戦後になっても広くプール制が導入されており，その延長線上において
ヨーロッパ航空企業の一社統合計画案が提案されるまでになった。
－151（72）－
　５．おわりに
　1919年のパリ条約はその第１条において締約国の「完全かつ排他的主
権」について規定している。これが歴史的な領空権確立の嚆矢になったこ
とは指摘するまでもない。これに上空通過の許可主義（第５条），航空機の
国籍（第６条）の規定などが加わって，「空の自由」の問題が大きな一歩を
踏み出したのである。しかし，無実の通過であるとか，領土の範囲の問題
から派生する諸問題など条約の不備な点が指摘され，修正が繰り返された
が，大筋の内容は変わらなかった。その意味で，飛行ルート，飛行方法な
どの航空の技術的問題についての多国間条約は比較的順調な成立をみた
が，経済的問題となると多国間条約ではなく二国間条約に依存する体制と
なり，それが現在まで続いている。　したがって，国際航空条約は多国間条
約の枠の中で処理するものと，二国間条約によって処理するものに２分さ
れているのである。
　このことは領空主権主義を採る以上，当然の帰結であるといってよかろ
う。それが各国の主権に基づく国益や威信を形成する基盤となっているの
である。そのことは一国の中でも同様であり，地域や都市のプレシテイジ
（威信）を高めるための要求となるのである。航空権益の配分は，相互主義
にならざるをえない宿命がそこにあるのである。　しかし，ハバナ条約で
は，パリ条約にはなかった新しい条文を加えて，空の自由について拡張解
釈を提示しようとした。そこにパリ条約とは違ったハバナ条約の特色が見
られるのである。ハバナ条約は，パン・アメリカン同盟によって締結され
た条約であり，パリ条約がヨーロッパを中心とした条約であるのとは基本
的に異なるものである。まったく違った発展の道を歩んだ両大陸の性格を
反映したものとみることもできる。そのことはそのまま「空の自由」に対
する認識の差となって現れているように思われる。
　二国間協定主義を重視するパリ条約とそれに加担するヨーロッパ諸国と
　　　　　　　　　　　　　　－150（73）－
幅広い空の自由を主張するパン・アメリカン諸国との対照的な差が見られ
るのである。この差は，1944年にシカゴで開催されたシカゴ会議にそのま
ま持ち込まれたのである。その結果成立したのが，国際民間航空条約であ
る。そこでもアメリカの主張する完全なる空の自由は退けられ，ヨーロッ
パ諸国，特にイギリス，フランスが主張する二国間協定主義が再確認され
たのである。その意味で，第２次世界大戦後の国際航空条約の枠組みはパ
リ条約の血を受け継いでいるというべきであろう。
　(本論文は，成城大学特別研究助成による研究の一部である。)
　　　　　　　　　　　　　　－149(74)－
